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令和4年度要求・要望額 335億円
(前年度予算額 291億円）

※運営費交付金中の推計額含む

新型コロナウイルス感染症を契機とし、新たな社会や経済への変革が世界的に進む中、コロナショック後の未来を先導するイノベーション・エコシステムの維
持・強化が不可欠。特に、「グローバル課題への対応」と「国内の社会構造の改革」を進めていくために、地域の中核となる大学が強みや特色を最大限に
活かし、発展できるような大学のミッション・ビジョンに基づく戦略的運営の実現の推進が必要。また、社会や経済の変革をけん引する大学等発ベンチャー
創出やアントレプレナーシップを備える人材の育成を推進し、大学を中心としたスタートアップ・エコシステムを強化するとともに、「組織」対「組織」の本格的
産学官連携を通じたオープンイノベーションの推進により、企業だけでは実現できない飛躍的なイノベーションの創出を実現。

背景・目的

産学官連携による新たな価値共創の推進 29,338百万円 (26,769百万円) 
企業の事業戦略に深く関わる大型共同研究の集中的マネジメント体制の構築、政策的重要性が高
い領域や地方大学等の独自性や新規性のある産学官共創拠点の形成、全国の優れた技術シーズ
の発展段階に合わせた支援などにより、本格的産学官連携によるオープンイノベーションを推進。
・オープンイノベーション機構の整備 1,409百万円（ 1,785百万円）
・共創の場形成支援 17,474百万円（13,734百万円）【再掲】
・地域イノベーション・エコシステム形成プログラム 1,351百万円（ 3,020百万円）
・研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP） 6,934百万円（ 6,123百万円）

地域の中核となる大学の振興（社会実装関係） 19,852百万円 (14,408百万円) 

共創の場イメージ

大学を中心としたスタートアップ・エコシステム形成の推進 4,202百万円 ( 2,376百万円) 
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「知と人材の集積拠点」である多様な大学の力を最大限活用して社会変革を推進していくため、地域の中核となる
大学のミッション・ビジョンに基づく戦略的運営に向けて、強み・特色を活かして、地域発の人材育成や研究、イノベ
ーションの創出に取り組む大学を後押し。
・共創の場形成支援 17,474百万円（13,734百万円）
・大学発新産業創出プログラム（START）のうち大学・エコシステム推進型 2,378百万円（ 674百万円）
（参考）地域活性化人材育成事業 2,820百万円（新規、高等教育局で別途計上） 等

強い大学等発ベンチャー創出の加速のため、起業に挑戦しイノベーションを起こす人材を育成
するとともに、創業前段階から経営人材と連携するなど、大学、事業会社、ベンチャーキャピタ
ルとベンチャー企業との間での人材、知、資金の好循環を起こし、大学を中心としたスタートアッ
プ・エコシステムの形成を推進。
・大学発新産業創出プログラム（START） 4,094百万円（1,993百万円）【一部再掲】
・全国アントレプレナーシップ醸成促進事業 108百万円（ 新 規 ）

3.科学技術イノベーション・システムの構築
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背景・課題
• 将来の不確実性や知識集約型社会に対応したイノベーション・エコシステムを産学官の共創

（産学官共創）により構築することが必要。
• 今後、ウィズ・ポストコロナの社会像を世界中が模索する中、産学官民で将来ビジョンを策
定・共有し、その実現に向かって取り組むことが必要。

• 経済が厳しい状況にある中、国が重点的に支援し、大学等を中核とした組織対組織の本
格的な共同研究開発の推進と環境づくりを進めることが重要。

【経済財政運営と改革の基本方針2021（令和３年6月閣議決定）抄】
・地域の知と人材が集積する地方大学の力を強化する政策パッケージを本年
度中に策定し、（中略）研究開発により地方の産業創出を推進する。

【統合イノベーション戦略推進会議 加藤官房長官発言（令和３年６月）】
・第三に、地域の中核となる大学の持つ可能性を、最大限引き出す政策パッ
ケージの在り方について議論しました。（中略）科学技術担当大臣・文部科
学大臣は、関係大臣と連携の上、年度内に、地域の中核となる大学の振興
パッケージを策定してください。

事業概要
• ウィズ・ポストコロナ時代を見据えつつ、国連の持続可能な開発目標（SDGs）に基づく未来のありたい社会像を拠点ビジョン（地域共創分野では地域拠点ビジョン）

として掲げ、その達成に向けた、①バックキャストによるイノベーションに資する研究開発と、②自立的・持続的な拠点形成が可能な産学官連携マネジメントシステムの構
築をパッケージで推進。

• 地域の中核となる大学の持つ可能性を最大限引き出すために、地域共創分野等の拡充に加えて、URAや経営層等の大学マネジメント人材の育成・確保や、大学発ス
タートアップ創出のための体制構築についての先導的取組を追加的に支援。

国 JST
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共創の場形成
支援プログラム
（COI-NEXT）

育
成
型

目指すビジョンの構築や研究テーマの組成、研究推進体制整備等を実施。進捗管理、ネット
ワーキングや発展シナリオ等のハンズオン支援及び本格型への移行審査を実施。

支援規模：3千万円程度/年
支援期間：2年度程度
支援件数：30拠点程度（新規18拠点程度）

本
格
型

①知識集約型社会を牽引する大学等の強みを活かし、ウィズ・ポストコロナ時代の未来のありた
い社会像実現を目指す産学官共創拠点（共創分野）、②国の重点戦略（政策重点分
野）を踏まえた拠点、③地域大学等を中心とし、地方自治体、企業等とのパートナーシップに
よる、地域の社会課題解決や地域経済の発展を目的とした拠点（地域共創分野）について、
価値創造のバックキャスト研究開発と持続的なシステム構築を推進。

支援規模：~4億円程度/年
支援期間：最長10年度
支援件数：33拠点程度（新規23拠点程度）

OPERA
(継続のみ)

民間企業とのマッチングファンドにより、複数企業からなるコンソーシアム型連携による非競争領
域の大型共同研究と博士学生等の人材育成、大学の産学連携システム改革等を一体的に
推進。

支援規模：共創PF育成型 1.7億円/年
OI機構連携型 1億円/年

支援期間：原則5年度(育成型6年度）

育成型・本格型合わせて約108億円

新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、SDGsに基づく未来のあるべき社会像を探索し、参
画する組織のトップ層までビジョンを共有。ウィズ・ポストコロナ時代の国の成長と地方活性化、
持続可能な社会の実現を目指す。

「人が変わる」
SDGs×ウィズ・ポストコロナ

に係るビジョンを共有

「社会が変わる」
科学技術イノベーションに
よる社会システムの変革

ビジョンからバックキャストし、研究開発目標と課題を設定。組織内外の様々なリソースを統合
することで最適な体制を構築し、イノベーション創出に向けた研究開発を実施。ビジョン実現に
必要な社会実装、社会システム変革を目指す。

産学官共創拠点を自立的に運営するためのシステム（産学官共創システム）を構築。プロジェ
クト終了後も、代表機関が中心となり持続的に運営。

「大学が変わる」
持続的な産学官共創
システムの整備・運営

連携のイメージ

科学技術
イノベーション

持続可能な
社会の実現

ウィズ・ポストコロナの
国の成長と地方活性化

共創
の場企業等との

共同研究推進
自立的に運営するための

仕組みと体制を構築

SDGs×ウィズ・ポストコロナの
社会像（ビジョン）共有

産学官共創
システム

（３つのポイント）

令和4年度要求・要望額 17,474百万円
（前年度予算額 13,734百万円）

※運営費交付金中の推計額

応募

応募

共創の場形成支援 -知と人材が集積するイノベーション・エコシステム-
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• 地方大学等を中心とした地域共創拠点に、持続的な運営に必要となる
機能を備えたシステム（地域産学官共創システム）の整備・運営を図る
など、拠点の自立化に向けた取組を推進。

地域内外の研究機関等も参画し、
産学共同研究開発を推進

背景・課題
新型コロナウイルス感染症の拡大は、知的・人的・物的リソースを都市部に依存する一極集中型の
日本社会の脆弱性を浮き彫りに。「ウィズ・ポストコロナ」時代を生き抜くため、強靭性（レジリエン
ス）を獲得し、新たな感染症などの危機にさらされても持続できる経済・社会構造への変革が必須。
地域への分散化を図りリスクを最小化し、都市部の機能低下が地域の機能低下につながることのな
いよう、地域産業・社会の抱える課題に対して、地域が自ら行動して自律的・持続的に課題を解
決することが可能なイノベーション・エコシステムの構築が急務。
絶えず変化・複雑化する地域の課題に対し、知の拠点である地方大学、地域ニーズを把握している
地方自治体、出口となる企業がそれぞれの立場のみで課題解決やイノベーションを創出することは限
界にきており、地域における産学官の地域共創の場の構築が必要。

【経済財政運営と改革の基本方針2021（令和３年6月閣議決定）抄】
・地域の知と人材が集積する地方大学の力を強化する政策パッケージを本年
度中に策定し、STEAM教育を中心とした人材育成や研究開発により地方
の産業創出を推進する。

【統合イノベーション戦略推進会議 加藤官房長官発言（令和３年6月）】
・第三に、地域の中核となる大学の持つ可能性を、最大限引き出す政策パッ
ケージの在り方について議論しました。（中略）科学技術担当大臣・文部
科学大臣は、関係大臣と連携の上、年度内に、地域の中核となる大学の
振興パッケージを策定してください。

【事業スキーム】
提案主体：大学等×自治体×企業

育成型： 15（うち新規7）拠点程度
支援規模：３千万円程度/１拠点
支援期間：２年度程度

本格型：11（うち新規９）拠点程度
支援規模：２億円程度/１拠点
支援期間：最長10年度

（学）
地方大学等

（官）
地方自治体

（産）
産業界

地域拠点ビジョン
提示

地域拠点ビジョン案
政策提言

主体的コミット

企業ニーズの提示

予算措置
実証フィールドの提供
自治体職員の派遣

共同研究資金の提供
企業人の派遣

学生の企業派遣受入れ

地域拠点ビジョンを実現

・ 地域の社会的課題の解決
・ 地域の経済発展

企業支援プログラム
技術シーズマッチング

（地域共創拠点）

「人が変わる」
SDGs×ウィズ・ポストコロナに
係る地域拠点ビジョンを共有

「地域社会が変わる」
科学技術イノベーションに
よる社会システムの変革

「大学が変わる」
持続的な地域産学官共創

システムの整備・運営

• 「ウィズ・ポストコロナ」時代を生き抜き、地域課題の解決や地域経済の発
展を通じた持続的な地域社会の実現に向け、地域共創の場で地域拠点
ビジョンを策定・共有し、産学官のステークホルダーが新たな関係を構築。

• 地域拠点ビジョンからのバックキャストにより、地方大学等の知・人材を活
かして、産学共同研究開発により科学技術イノベーションを創出。産学
官の協力によりビジョン実現に必要な社会実装を図るとともに、地域の
社会システム変革に寄与することを目指す。

共創の場形成支援：
共創の場形成支援プログラム・地域共創分野

事業概要
SDGs、ウィズ・ポストコロナ時代をふまえた未来の地域社会のあるべき姿（地域拠点ビジョン）に基づき、大学等と地域のパートナーシップによる地域共創の場を通じて、
地域が自律的に地域課題解決・地域経済発展を進めることができる持続的な地域産学官共創システムを形成し、地域の社会システムの変革に寄与することを目指す。

地域共創の場
（地域共創拠点等に設置し、地域拠点ビジョンの作成

等を実施。地域連携ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑも活用して運用。）

ビジョンの実現に必要な
研究開発成果の社会実装

ビジョンの実現に向けて、
必要な施策立案等を実施

（３つのポイント）

政策への
提言 社会実装に

係る提案

国 JST 委託
運営費
交付金 大学等

令和4年度要求・要望額 「共創の場形成支援」の内数
※運営費交付金中の推計額
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大学発新産業創出プログラム（START）

【目的・概要】

令和4年度要求・要望額 4,094百万円
(前年度予算額 1,993百万円)

※運営費交付金中の推計額

【ビジネスモデル検証支援】 旧：SCOREチーム推進型

• 民間のインキュベーション施設や研究拠点等との連携
も含め、 研究者等に対するアントレプレナー教育の
提供とビジネスモデル探索活動を支援。

• 支援額： 8百万円程度/課題・年、15課題程度（新規）
支援期間： 1年度

【起業実証支援】 旧：プロジェクト支援型

• 事業プロモーター（※）のマネジメントのもと、ポテンシャルの高い大学等の技術シー
ズに関して、事業戦略・知財戦略等の構築と、市場や出口を見据えた事業化を目
指した研究開発プロジェクトの推進を支援。

• 支援額： 65百万円程度/課題・年、2課題程度（新規）
支援期間： 1～2年度

• 支援額： 40百万円程度/課題・年、23課題程度（うち新規11）
支援期間： 3年度

（※）事業プロモーター：ベンチャーキャピタル（VC）等の新事業
育成に熟練した民間人材を事業プロモーターとして選定し、
大学等における技術シーズの発掘と事業計画の策定及び
事業育成に係る活動を支援。

• 支援額： 20百万円程度/機関・年、13機関程度（うち新規4）
支援期間： 5年度

【背景・課題】 【経済財政運営と改革の基本方針2021（令和3年6月閣議決定）抄】
社会課題の解決に向け、研究成果を社会実装につなげるために、スタート

アップの創出や産学官の共創によるイノベーション・エコシステムの全国的な形
成を促進する。

【スタートアップ・エコシステム形成支援】（拡充）
• スタートアップ・エコシステム拠点都市において自治体・産業界と連携し、大

学等における実践的なアントレプレナーシップ教育やギャップファンドを含めた
一体的な起業支援体制の構築による起業支援を強化。

• 拠点都市に参画する全大学でオンラインを含むアントレプレナーシップ教育を
実施するなど、我が国全体のアントレプレナーシップを醸成。

• 大学等の有望なシーズを活用した、ポストコロナの社会変革も見据えた成長
性のある大学等発ベンチャー創出力を強化。

＜拠点都市支援（拡充・新規）＞
• 支援額： 2.6億円程度/拠点・年

支援期間： 5年度
8拠点程度（うち新規4）

国 JST

運営費交付金
民間企業・大学・

国立研究開発法人等

委託

【科学技術・イノベーション基本計画（令和3年3月閣議決定）抄】
挑戦を是とする意識を持った人材の育成を図るため、2025年度までに、ス

タートアップ・エコシステム拠点のコンソーシアムに参画する全大学で、オンライン
を含むアントレプレナーシッププログラムを実施する。また、その事例を集約し、
同年度までに、全国に展開する。

【大学推進型】 旧：SCORE大学推進型

• ギャップファンド及び起業支援体制を整備し、ベンチャー創出力を強化。
• 採択主幹機関：神戸大学、筑波大学、早稲田大学 支援期間：令和2～6年度（5年度）

ポストコロナの社会変革において、新たな価値創造の中心となるべきは意欲ある才能の挑戦であ
り、大学等発ベンチャーはポストコロナの未来をつくる駆動力。また、急激な社会環境の変化を受
容し、新たな価値を生み出していく精神（アントレプレナーシップ）を備えた人材の育成を我が国
全体で進めていくことが必要。
我が国におけるスタートアップ・エコシステムの形成を促進するため、令和2年7月にスタートアップ・
エコシステム拠点都市が選定され、「スタートアップ・エコシステム支援パッケージ」のもと、拠点都市
への集中支援を開始。

起業前段階から公的資金と民間の事業化ノウハウ等を組み合わせることにより、ポストコロナの社会変革や社会課題解決に繋がる新規性と社会的インパクトを有する大学
等発ベンチャーを創出する。
スタートアップ・エコシステム拠点都市において、大学・自治体・産業界のリソースを結集し、世界に伍するスタートアップの創出に取り組むエコシステムを構築する。

大学・エコシステム推進型 プロジェクト推進型

アントレプレナーシップ教育と
スタートアップ創出を一体的に支援
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全国アントレプレナーシップ醸成促進事業
背景・課題
ポストコロナの社会変革が求められる中、感染症に留まらず、今後起こりうる災害や、急速なデジ
タル化、グローバル化といった急激な社会環境の変化を受容し、新たな価値を生み出していく精
神（アントレプレナーシップ）を備えた人材の育成を我が国全体で進めていくことが必要。
我が国の大学におけるアントレプレナーシップ教育受講者は約3万人／300万人であり、約1％
の学生にしか提供されていない。
第6期科学技術・イノベーション基本計画等に基づき、スタートアップ・エコシステム拠点における
アントレプレナーシップ醸成の着実な推進に加え、その成果を全国に展開していくことが必要。

事業
概要

全国及び海外で実施されているアントレプレナーシップ教育について、基礎的なものから実践的なものまで継続的に実施状況とその効果を調査し、収集した効果
的なアントレプレナーシップ教育の事例や実施方法を全国の大学に展開することで、スタートアップ・エコシステム拠点都市や地方大学等における着実なアントレプ
レナーシップの醸成を推進する。

内容：全国の大学におけるアントレプレナーシップ教育の実施状況
を把握する取組や、アントレプレナーシップ教育の効果につ
いての定量的な調査を長期的・継続的に実施する。また
効果の高い取組についてはその事例を他のスタートアップ・
エコシステム拠点都市や地方大学に展開することで、全国
の大学のネットワークを構築する。

期間：令和4年度から令和8年度 (5年度）

事業規模： 1億円 × 1機関程度

国 民間団体等

令和4年度要求・要望額 108百万円（新規）

① アントレプレナーシップ教育の実施状況・効果検証調査等
• スタートアップ・エコシステム拠点都市や全国及び海外で実施されているアントレプレ

ナーシップ教育プログラムの実施状況の調査。
• アントレプレナーシップ教育プログラムの効果を検証するための指標を開発し、継続的

な評価を実施することで、アントレプレナーシップを備えた人材の育成を着実に推進。

② アントレプレナーシップ教育の成果展開等
• スタートアップ・エコシステム拠点都市や海外のアントレプレナーシップ教育プログラ

ムの好事例を収集し、全国の大学に展開。
• 成果の普及展開のための標準的な教育プログラムの設計や実施のためのネット

ワークを構築。

項目 日本 米国 イギ
リス

ドイツ カナ
ダ

イスラ
エル

在学段階での
アントレ教育 44位 13位 20位 36位 9位 27位

卒業後の
アントレ教育 30位 12位 26位 25位 20位 34位

商業的・
法的整備 47位 10位 25位 3位 16位 15位

文化的・社会
的な規範 39位 1位 19位 32位 10位 2位

【起業家的枠組みの条件に関するランキング（54か国中）】

①アントレプレナーシップ教育の効果検証

②アントレプレナーシップ教育の成果展開

出典：Global Entrepreneurship Monitor 2019/2020 Global Report

【成長戦略フォローアップ（令和3年6月閣議決定）抄】
6. ウィズコロナ・ポストコロナの世界における我が国企業のダイナミズムの復活～スタートアップを生み出し、かつ、

その規模を拡大する環境の整備 （5）スタートアップのエコシステム形成に向けた包括的支援
• アントレプレナーシップを有する人材の育成のため、スタートアップ・エコシステム拠点都市のコンソーシアムに参

画する機関において、2025年度までにアントレプレナーシップ教育プログラムを実施し、その事例を集約
して全国に展開する。

【拠点都市】 【地域共創の場】 等

委託費

受託機関（民間団体等）

ｲﾝｷｭﾍﾞｰ
ｼｮﾝ

VC・金融
機関 ｱｸｾﾗﾚｰ

ﾀｰ

事業会社
自治体

中核大学

連携大学
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オープンイノベーション機構の整備

• 従来の産学連携は、個人同士のお付き合いの小規模・非競争領域（論文発表
可）の活動といった大学と企業の研究開発部門との協力が中心。

• 産業界では、従来の産学連携の拡大に加え、研究開発部門のみならず製造部門・
事業部門も含めた各階層で大学との連携を行うニーズが顕在化。

• 他方、大学から見ると、こうした連携による大型共同研究では、①研究開発の企画、
契約額設定、②企業との交渉、③利益相反処理、④進捗管理が複雑化しており、
現状のマネジメント体制では対応が極めて困難。

背景・課題

事業概要

【事業の目的・目標】
企業の事業戦略に深く関わる（競争領域に重点）大型共同研究を集中的
にマネジメントする体制の整備を通じて、大型共同研究の推進により国費投
入額を超える民間投資誘引を図り、「成長戦略フォローアップ」に掲げる企業
から大学等への投資（共同研究受入額）３倍増の目標を実現。
• 大型の民間投資を呼び込んで自立的に運営されるシステムを大学内部に

形成することにより、大学のマネジメント機能を大幅強化
• 大型の民間投資の呼び込みにより大学の財務基盤を強化
• 企業との深い連携を通じて、社会実装の視点から自らの研究を考察すると

いう意識改革をもたらし、大学改革、研究力強化、人材育成を加速

【事業概要】
• 以下の要素を持つオープンイノベーション機構の整備に関し、高い意欲と優れた構想を持つ

大学に対し、費用・リソース負担も含む大学側のコミットを条件として、５年間支援。
①大学の経営トップによるリーダーシップの下で、プロフェッショナル人材
（クリエイティブ・マネージャー）を集めた特別な集中的マネジメント体制
（ある程度独立した財務管理システムを含む）の構築

②優れた研究者チームの部局を超えた組織化
• 各大学のＯＩ機構においては、億円単位の大型プロジェクトを年間少なくとも数件運営し、

支援終了時には間接経費や特許実施料収入などを基にした、自立的経営を目指す。
【事業イメージ】

【統合イノベーション戦略2021（令和3年６月１８日閣議決定）】
○新型コロナウイルス感染症の拡大による影響を受け、当面は厳しい状況となること
が想定されるため、多様なセクター間の連携・融合を更に強固なものとするべく、大
学や国立研究開発法人が有する知と社会ニーズとのマッチングの加速化やオープン
イノベーション拠点の整備を強力に進める。

大学
共同開発α

経営トップのリーダー
シップによる自助努力

企業A 企業B 企業C
共
同

開
発

資
金
・

人
材

共同開発β

優れたリーダーに率いられた企画・管理部門

研究室２
B助教

部局A（○学部） 部局B （◇学部）

共同研究コンソーシアム

オープンイノベーション機構

優れた研究者チームを
部局を超えて編成（インセンティブ付与）

専用スペース

研究室１
A教授

世界的に強みを持つ学問領域

大学研究開発部門
（企業研究所）

製造部門
（工場）

事業部門

原材料
（技術）

資金

販売

①

②

③

①

②

③

【これまでの産学連携モデル】

技術シーズ

国
補助・ハンズオン支援

大学

【事業スキーム】

大学

研究開発部門
（企業研究所）

事業部門
オープンイノベーション機構

資金

製品モ
ジュール

資金

販売

①

②

③

【目指すべき産学連携モデル】

新たな研
究成果

資金
原材料

（技術）

収益ベース
での実施

異分野融合
・

大型研究
プロジェクト

学内のスター
研究者を結集

ベンチャー起業へ
スモールビジネスに着手

支援対象機関：大学
事業規模：１.０～１.７億円程度／機関・年（継続１２件）
事業期間：平成３０年度～（原則５年間支援）

令和4年度要求・要望額 1,409百万円
(前年度予算額 1,785百万円）

採択大学名
平成30年度
東北大学
山形大学
東京大学

東京医科歯科大学
名古屋大学
京都大学

慶應義塾大学
早稲田大学

令和元年度
筑波大学

東京工業大学
大阪大学
神戸大学

製造部門
（工場）

技術シーズ
技術シーズ
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民間企業とのマッチングファンドにより、複数企業からなるコンソーシアム型の連携による非競争領域における大型共同研究と博士課程学生等
の人材育成、大学の産学連携システム改革等とを一体的に推進する。これにより、「組織」対「組織」による本格的産学連携を実現し、我が国
のオープンイノベーションの本格的駆動を図る。

共創の場形成支援：
産学共創プラットフォーム共同研究推進プログラム（OPERA）

産業界からは、オープンイノベーション加速に向けて本格的な産学官連携の重要性が指摘されて
いる一方、「民間企業との１件当たりの研究費受入額」は、依然として、約２7０万円程度と
なっており、産学連携活動における課題の一つと考えられる。
【民間企業との１件当たりの受入額の推移】

○ 基礎研究から社会実装までのビジョンや経営課題の共有を通じた本格的な産学連携や拠
点形成、さらには産学連携での人材育成を進めるための有効な方策についても検討が必要
である。

○ 次の時代を担う「新たな基幹産業の育成」に向けた本格的なオープンイノベーションを推進
する。具体的には、非競争領域を中心に複数の企業・大学・研究機関等のパートナーシップ
を拡大し、将来の産業構造の変革を見通した革新的技術の創出に取り組む。

産業界からの提言日本経済団体連合会（ 2015年10月20日）
「第5期科学技術基本計画の策定に向けた緊急提言」より

○新型コロナウイルス感染症の拡大による影響を受け、当面は厳しい状況となることが想定
されるため、多様なセクター間の連携・融合をさらに強固なものとするべく、大学や国立研
究開発法人が有する知と社会ニーズとのマッチングの加速化やオープンイノベーション拠点
の整備を強力に進める。

統合イノベーション戦略2021 （令和３年６月１８日閣議決定）

【支援内容】
（継続）１２領域

共創プラットフォーム育成型 １．７億円程度／年度×６領域
ＯＩ機構連携型 １．０億円程度／年度×６領域

【支援期間】
５年度 （共創プラットフォーム育成型は、ＦＳ２年度＋本採択４年度）

【これまでの成果】 【事業スキーム】

国 JST
運営費
交付金 大学等

委託

事業概要

（億円） （万円）

背景・課題

【民間企業との共同研究の受入額規模別実施件数内訳（R01年度）】

出典：文部科学省「令和元年度 大学等における産学連携等実施状況について」
※大学等とは、国公私立大学（短期大学を含む）、国公私立高等専門学校、大学共同利用機関法人を指す。

249 286
311 339 295 314

334 341
390 416

467
526

608
684

796

225 229 225 226
199 202 205 202

218 218
224 228

239
250

272

190
200
210
220
230
240
250
260
270
280
290
300

0
50
100
150
200
250
300
350
400
450
500
550
600
650
700
750
800

H17H18H19H20H21H22H23H24H25H26H27H28H29H30R01

受入総額 １件当たりの受入額

～100万円
未満
45%

～300万円
未満
37%

～500万円
未満
8%

～1000万円
未満
5%

1000万円
以上
5%

令和4年度要求・要望額 「共創の場形成支援」の内数
※運営費交付金中の推計額

参画機関数、共同研究費等 R02年度

OPERAを実施中の領域数 19

参画機関数 ※企業と大学等の合計 491

うち、企業数 391

企業からの共同研究費 （百万円） 2,155

博士人材の雇用 （人） 107
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地域イノベーション・エコシステム形成プログラム

地方創生を実現するために、科学技術が駆動するイノベーション・エコシステムの形成が
重要な役割を果たすとされている（骨太の方針2021等）。
一方、地方大学・研究機関等に特徴ある研究資源があっても、事業化経験・ノウハウ
及び資金等が不足しているため、事業化へのつなぎが進まず、また、グローバルに展開可
能な、社会的インパクトの大きい成功事例も少ない。
地方大学等の研究成果を事業化につなげるためには、多くの機能支援と資金が必要で
あるが、新型コロナウイルスによる影響で、さらなる支援が必要と叫ばれている。

【事業の目的・目標】

【事業概要・イメージ】

地域の成長に貢献しようとする地域大学に事業プロデュースチームを創設し、地域の競争力の源泉
（コア技術等）を核に、地域内外の人材や技術を取り込み、グローバル展開が可能な事業化計画
を策定し、社会的インパクトが大きく地域の成長とともに国富の増大に資する事業化プロジェクトを推
進する。事業化を通じて、日本型イノベーション・エコシステムの形成と地方創生を実現する。

特徴ある研究資源を有する地域の大学において、事業化経験を持つ人材を中心とした事業プロ
デュースチームを創設。専門機関を活用し市場・特許分析を踏まえた事業化計画を策定し、大学
シーズ等の事業化を目指す。

背景・課題

事業概要

＜地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出にお
ける課題＞（上位２つ）
（文科省アンケート調査）

応用・実用化研究から
商品化が進まない
【64.4％】
資金の確保が難しい
【53.3％】

支援対象：大学・研究開発法人及び自治体が指定する機関等
事業規模：1.7億円程度／機関・年（継続・７機関）
事業期間：平成28年度～ 1件あたり5年間の支援を実施

国

補助金

大学・自治体が指
定する機関等

【事業スキーム】

【これまでの成果】
• 平成28年度に４地域、29年度に10地域、30年度に5地域、令和元年度に2地域を採

択。
• 令和2年度には補正予算による新型コロナウイルス対策事業を、採択された１地域で実施。
• これまでに以下のツールを通じて各地域の事業推進体制を構築。

事業ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰのﾘｸﾙｰﾃｨﾝｸﾞ、各地域の常時モニタリング
• 地域における取組

製品版手術用立体内視鏡システム・改良型の完成（浜松）
高耐久な有機EL青色・黄色発光材料の開発（福岡）
希少糖の量産を可能とする酵素の選抜に成功（香川）
ベンチャーを設立し、9億円の外部資金を獲得（つくば）
高齢者みまもりセンサ機器類の販売、浴室見守りセンサの販売を開始（北九州）

第２章３．（８）
地域の知と人材が集積する地方大学の力を強化する政策パッケージを本
年度中に策定し、STEAM教育を中心とした人材育成や研究開発により
地方の産業創出を推進する。

同５．（１）
社会課題の解決に向け、研究成果を社会実装につなげるために、スタート
アップの創出や産学官の共創によるイノベーション・エコシステムの全国的
な形成を促進する。

経済財政運営と改革の基本方針2021（令和３年6月18日閣議決定）

H29採択

●東工大、川崎市

●福井大、福井県

●山梨大、山梨県

●信州大、長野県

●三重大、三重県

●神戸大、神戸市

●山口大、山口県

●香川大、香川県

●愛媛大、愛媛県

●熊本大、熊本県

H28採択

●（一社）つくばグ

ローバルイノベーショ

ン推進機構・茨城県

●静岡大・浜松市

●九州大・福岡県

●九工大・北九州市

H30採択

●東北大・宮城県

●山形大・山形県

●（地独）神奈川県立産業技

術総合研究所・神奈川県

●金沢大・石川県

●名古屋大・愛知県

R元採択

●北大・北海道

●岩手大・岩手県

R2補正事業

●（地独）神奈川県立産業

技術総合研究所・神奈川県

令和4年度要求・要望額 1,351百万円
(前年度予算額 3,020百万円)
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研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP）

○産学連携による研究開発の拡大・活性化には、大学等の研究成果に基づくシーズと
企業のニーズとのマッチングを実現する、全国域での橋渡し活動の拡大と、適切な共
同研究相手の探索が必要。

○適切なマッチングによる産学共同での研究開発プロジェクトでは、ハイリスクだが高い
社会的インパクトが見込まれる研究開発を、適切なリスク負担とマネジメントの下で、
企業の本気度を引き出すことが必要。

○また、研究開発の成功確率向上とリスク低減には、実用化・事業化を見据えた専門
人材によるハンズオンマネジメントが必要。

英語名： Adaptable and Seamless Technology Transfer Program through Target-driven R&D

背景・課題
【統合イノベーション戦略2021（令和３年6月閣議決定）抄】
第1章 3. （２）知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究力の強化
（前略）それぞれの大学の特徴を一層強くする方向に促し、地域の活性化や我が国の研究力
強化に資するよう、（中略）地方大学を整備するとともに、地域が求める人材育成や地域の課
題解決につながる研究開発、強みを生かした多様な研究活動を推進する。
第2章 １. （４）価値共創型の新たな産業を創出する基盤となるイノベーション・エコシステムの
形成
大学・国立研究開発法人等が有するイノベーションの源泉である知と社会ニーズとのマッチングを
加速化するため、産学官共同研究の推進や、若手研究者と産業界とのマッチングを強化する。

【事業の目的・目標】

ハンズオン支援等を通じて、産学連携研究のノウハウを提供することで、産業連携に挑む研究者のすそ野
拡大と底上げを図る。

国 ＪＳＴ
大学
研究開発法人
企業

運営費交付金 委託

【資金の流れ】

大学等発シーズの社会実装を目指す研究開発計画を、分野やテーマを問わず広く公募し、研究開発の
段階に応じた適時適切な支援を行う技術移転事業。

【事業概要・イメージ】

事業概要

大学等が創出する社会実装志向の多様なシーズの掘り起こしや、「学」と「産」のマッチングを行うとともに、
強力なハンズオン支援の下で中核技術の構築や実用化開発等の推進を通じた企業への技術移転を行う。

○大学等の産業連携研究のすそ野の拡大と底上げ

○個々の研究者が創出した成果を「産」へ技術移転

優れた研究成果を確実に社会実装するために、A-STEPの他の支援メニューへのつなぎ込み
を行うとともに、START等の起業支援メニューやNEDO等他省庁の事業との連携も強化。

令和4年度要求・要望額 6,934百万円
（前年度予算額 6,123百万円）
※運営費交付金中の推計額

トライアウト 産学共同
（育成型）

産学共同
（本格型） 企業主体

支援規模
上限金額
最長年度

上限300万円
（総額）
最長2年度

上限1,500万円
（年額）
最長3年度

上限1億円
（年額）

最長６年度

原則上限10億円
（総額）

原則最長6年度

支援対象 大学等の研究者 企業と大学等
の研究者 企業

経費種別 グラント マッチング
ファンド 返済型

地域の中核となる大学の機能強化に係る取組
■「知と人材の集積拠点」である多様な大学の力を最大限活用して社会変革を推進

していくため、強み・特色を活かしてイノベーションの創出に取り組む地域の大学を総
合的に支援することが必要。

■そこで、A-STEPのトライアウトのスキームを活用し、地域の大学等における研究シー
ズを基に地域の課題解決に資する個別の研究開発を強力に支援。

■支援にあたっては地域において強いネットワークを持つ全国のマッチングプランナー等の
コーディネート力を活用。
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背景・課題

事業概要

【事業の目的・目標】

【事業概要・イメージ】

質保証制度の実施に際し、ＵＲＡ等のマネジメント人材に必要とされる知識の体系的な専

門研修受講の機会提供や、実務能力を踏まえた客観的な質保証（認定）を行うため、それ

らを行う質保証機関の運営を支援する。

令和4年度概算要求額 ： 45百万円
(前年度予算額 ： 54百万円）リサーチ・アドミニストレーター等のマネジメント人材に係る質保証制度の実施

研究力強化・若手研究者支援総合パッケージ （令和２年１月２３日総合科学技術・イノベ―ション会議決定）

ＵＲＡのキャリアパス構築に資する質保証制度の創設 （２０２１年度）

科学技術・イノベーション基本計画（令和３年３月26日閣議決定）

○ ＵＲＡ等のマネジメント人材、エンジニア（大学等におけるあらゆる分野の研究
をサポートする技術職員を含む）といった高度な専門職人材等が一体となった
チーム型研究体制を構築すべく、これらが魅力的な職となるよう、専門職として
の質の担保と処遇の改善に関する取組を２０２１年度中に実施する。

質保証機関

国 補助

【事業スキーム】
質保証機関

（認定及び研修の実施）
質保証機関

（認定及び研修の実施）

○ 支援規模：４５百万円程度（令和４年度）/年×３年 （令和３年度/２０２１年度～）
○ 事業開始後の評価等：「進捗確認」及び「事後評価」の実施

※認定専門URAの認定は、補助事業期間中の具体的な審査の内容、
基準、方法等の検討結果を踏まえ実施を判断。

○我が国の大学等を取り巻く環境が激しく変化し、自ら教育研究環境の革新を進めるこ
とが求められている状況において、大学経営から研究戦略、研究推進支援に至るま
で研究環境の充実に関与するリサーチ・アドミニストレーター（URA)には、中核的役
割が期待されているところ。

○URAが担う多様な業務に必要とされる専門的な知識の習得機会の提供や、専門性
の高い職種としてURAの能力を可視化されることなどにより、URA等のマネジメント人
材の育成と配置が一層促進されることをもって、大学等における更なる教育研究推
進体制の充実強化を実現。

◎研修の受講から認定までのイメージ

・研修は基礎的なレベルから３段階、認定は経験者を対象に２段階のレベルを設定する

・多岐にわたるURA業務の知識を得るための必修カリキュラムとして、Fundamental・Coreの

２つのレベルにそれぞれ15科目（10科目群）を作成

・Coreレベル終了後に「認定URA」、専門的なAdvancedレベル終了後に「認定専門URA(※)」の

認定を、書面又は面接審査を経た後に付与

◎認定と研修のレベル整理

認定制度の概要

（※）
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これらの支援による大学の取組について、大学のミッションに基づくビジョンの実現に向けた位置づけと進捗を事業間で共有し、伴走支援する仕組み
を構築。中でも、社会実装を志向し成果を上げているポテンシャルの高い取組は関係府省と連携し、大学の価値創造を社会発展・変革に転換。

地域の中核となる大学の振興

研究

社会実装 人材育成
産学官連携拠点、

スタートアップ創出支援、
大学マネジメント人材の育成・確保策の充実

地域の大学群と産業界・自治体と
一体で、地域ニーズを踏まえた質の
高い人材育成モデルへの転換支援

研究で独自色を発揮する取組や
大学改革と連動した研究環境改善を推進

ビジョン主導の
戦略的運営に
向けた支援

「グローバルな課題への対応」と「国内の社会構造の改革」に向けて、 「知と人材の集積拠点」である多様な大学等の力を伸ばしつつ、
最大限活用。
特定分野の高い研究力の強化、人材育成や産学連携活動を通じた地域の経済社会、日本や世界の課題解決への貢献のために、地
域の中核となる大学が強みや特色を最大限に活かし、発展できるような大学のミッション・ビジョンに基づく戦略的運営の実現を推進。

基本的考え方

関係府省とも
連携し、大学の
力を伸ばしつ
つ、
最大限活用
することによる、
「グローバルな
課題への対応」
と「国内の社会
構造の改革」の
実現

目指す姿

大学や研究者の多様性を活かした、強み・特色を
伸ばす研究環境の整備

大学のミッション実現を下支えするための基盤的経費の改善・充実

◆共創の場形成支援
17,474百万円（ 13,734百万円）

◆大学発新産業創出プログラム（START）
大学・エコシステム推進型

2,378百万円（ 674百万円）
◆地域活性化人材育成事業

2,820百万円（ 新 規 ）

• 世界で活躍できる研究者戦略育成事業
• 地域の大学等の研究者を支える研究基盤の整備・活用
• 地域の優れた研究者の研究環境改善や研究拠点の形成
• ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ 等

• 国立大学経営改革促進事業
• 国立大学法人等施設整備費補助金
• 国立大学法人運営費交付金・私立大学等経常費補助金

等

令和4年度要求・要望額 227億円
(前年度予算額 144億円）

※運営費交付金中の推計額含む
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